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金属材料技術研究所

就任のごあいさつ
所長中川龍一

　このたぴ，荒木前所長の後任として所長の職を

つとめさせていただくことになりました。就任に

あたり一言ご挨拶申しあげます。

　金属材料技術研究所も創立以来26年となりまし

たが，この問の世界の技術的発展はめざましいも

のでありました。なかでも我が国の技術水準の向

上は世界から高い評価を受けております。技術開

発のなかにあって，材料技術の研究は縁の下の力

持、ちという目立ちにくい立場にはありますが，初

代所長橋本先生をはじめ河田先生，荒木先生の歴

代所長を中心として，これに寄与してきたという

自負を持つ私達にとつ，この評価は大変喜ばしい

ことと考えております。

　しかしこの結果当然のことながら，今後の技術

進歩に対し国際社会のなかにおいて我が国が相応

の役害1」りを果すよう強く要求されてきております。

またこの要求への答えが，自主技術立国とこれを

通じての貢献以外にないことは今さら申すまでも

ありません。そしてこの道の実現を左右するもの

は技術を支える材料であり，材料研究の重要性と

その成果への期待はますます大きなものでありま

す。事実，材料技術研究の推進は国家的見地から

も重要視され，我が国の科学技術振興の重点テー

マの一つに取りあげられていることはご承知のと

おつであります。

　申すまでもなく，材料研究は基盤的であるだけ

にその結果が将来

の技術に及ぼす影

響は多大でありま

す。ことに金属材

料は将来とも新技

術の構築を支える

柱として，揺るが

せにできないもの

であります。すな

わち，金属材料の

機能や信頼性の極

〆」へ

ぐ争訊

限を追求することがよりいっそう重要となり，そ

のための研究はますます多岐にわたり，かつ高度

化してまいります。このなかで，金属材料のある

べき姿を正しく指し示し，あらゆる分野において

先端的技術が築ふれるための豊かな土壌を提供す

ることが，我々国立研究所の使命であると考え，

これを受持つ責任の重さをいっそう感じている次

第であつます。

　私達は今までの成果に甘んじることなく，自ら

を厳しく顧みてこれを将来への糧とし，我が国の

未来は材料技術における我々の創造的・基盤的研

究の成否にかかっているという本研究所創設以来

の理念を常に想い，更に努力を続けていく所存で

あります。

　関係各位のご理解とご協力をお願い申しあげます。



金属製錬プロセスのエネノレギー転換に取組む

般炭インジェクション法による溶融還元技術の開発

　　　エネルギー多消費産業からの脱出へ

　人類と金属のつき合いは永い。人閥の体内で生

体反応に関与する微量な金属を別にすれば，人類

と金属との出合いは5000～6000年ほど昔の，天然

に存在する金や銀などの禾邊用に始る。しかし，金

属は純粋な金属として産出することは極めてまれ

であり，普通は酸化物や硫化物などの形で鉱石と

して存在しており，人類がこれらの鉱石を遼元し

て金属を得る方法を知ったのは，紀元前2000年頃

と推定されている。

　金属の鉱石は，金属が自然の摂理に従って最も

安定な形に変化したものであるので，それを製錬

して金属を取り出すには多大なエネルギーを必要

とする。ヨーロッパには，「鉄をつくるよりも，け

んか好きの女房と暮した方がましだ！」と言う古

い諺が残っているほど，金属を得るための苦労は

音から大きかった。

　現在の金属製錬プロセスは高度に発達している

が，エネルギー多消費産業であることは変ってい

ない。たとえば，製錬法によって違いがあるが，

1t㎝の鉄あるいは鋼を製錬するにはおよそ5×

ヱ06kca玉，ニッケルではおよそ35×106kcal，アルミ

ニウムではおよそ50×106kcalのエネルギーを必

要とするとされている。106kcalは，一般家庭の

平均的電力使用量の約6ヶ月分に相当する。

　金属の製錬プロセスにおいては，従来は設備の

建設費が大きな間題であったが，エネルギー事情

が厳しくなった現在ではエネルギー消費量が重大

な間題であり，安価で入手容易なエネルギーへの

転換及びその有効利用が求められている。

　このような情勢に応えるために，当研究所では，

国内に豊當に埋蔵し安個な一般炭を利用した製錬

プロセスー一般炭インジェクション法による溶融

遼元技術一の基礎研究に取り組んでいる。

　　　　二［ネルギー転換で効率借化も

　製錬におけるエネルギー効率を，非鉄製錬で広

く行れている電気製錬の場合について概算してみ

ると，化石燃料の電気への変換効率を35％，その

電気で鉱石を製錬するときの効卒を65％とすれば，

最終的な効率は約23％となる。これに対して，粉

炭を製錬に直接周いる溶融遼元法の効率は約40％

と推定されるので，エネルギー効率は約2倍になる。

　一方，高炉製鉄法では，原料として投入するコ

ークスの使用量は近年著しく減少しているが，こ

れは鉱石の事前処理，送風温度の上昇，重油吹き

込み，送風中への酸素富化などによるもので，こ

れらに要するエネルギーを加えると，消費する総

エネルギーはあまり減少していない。また，巨大化

した高炉には，強粘結炭という特別な原料炭を大量

に使う。ところが強粘結炭は特定の数ヶ国のみか

ら産出し，資源的にも桔渇化が予想され，資源ナシ

ョナリズムや需要に押されて高価格化している。

　このようなことから，一般炭インジェクション

法による溶融遺元技術は，鉄・非鉄を聞わず，製

錬プロセスのエネルギー転換に有望なものと期待

される。

　生産される金属の90％以上をしめる鉄の製錬に

ついて，もう少し詳しく触れてみよう。

　　　　　曲り角に来た高炉製鉄法

　近代的な製鉄システムの基本は，高炉中で大量

のコークスによつ鉄鉱石を遼元して溶融状態の鉄

一炭素含金（銑鉄）をつくり，次に製鋼炉中で純

酸素を吹きつけて余分な炭素を燃やして鋼にする

というものであり，1856年のベッセマー転炉（製

鋼炉）の出現により確立したのである。その後，

製鋼炉には多くの変革があったが，高炉は14世紀

に出現して以来，基本的にはほとんど変っていない。

　高炉は反応器としてはうまくできていて，富鉱

でも貧鉱でも精錬が容易で，優れた銑鉄を大量に生

産でき，熱経済性，労働生産性，その他の経済性

などからみても，他の方法の遣随を許さない極め

て有利な製銑プロセスである。

　しかし，高炉は強粘結炭の問題と共に，巨大化

したシステムの建設・維持に莫大な費用がかかる

という間題をかかえている。そのうえ，あまりに

巨大化したために，製品に対する多様化した要求’



に機敏に対応するのも困灘になっている。

　このようなことから，14世紀以来の蓄積された

技術の上に成り立つ高炉法に代る新しい鉄製錬法

として，当研究所ではこれまでに得られた多くの

知識と技術を基礎にして，一般炭による鉄鉱石の

溶融遺元技術の研究を進めている。

　　　　　　鉄鉱石の溶融還元法

　溶融遠元法は，溶融浴中での反応物質とエネル

ギーの密度が高いので，反応速度を大きくするこ

とができる。特に，粉状あるいは粒状の原料や促

進剤等を酸素等のガスと共に溶融浴申に吹き込む

インジェクション法では，吹き込みによって溶融

金属が強く撹枠され，反応が促進されるという利

点がある。

　この方法では，原料や遠元剤などを粉体のまま

溶融浴に吹精するので塊状にする必要がなく，強

粘結炭が不要で塊成化設備もいらない。特に，一

般炭を用いる場含は，造津剤等の利用により石炭

中の不純物を環境汚染の少ない状態で除去でき，

純酸素と組含せれば安個で高密度のエネルギーを

得ることも可能である。また，溶融浴の量は少量

で良いので，大量生産性を失なわずに装置を小型

化でき，それに伴って設備や運転費も安価になつ，

連統化が容易となる一方，少量生産にも適する。

　　　　　溶融還元法実現のポイント

　溶融遺元技術の確立にとっての最大のポイント

は，鉄鉱石などの酸化物と粉炭などの遺元剤の反

応速度を知リ，粉状の鉄鉱石や石炭を適切に吹き

込む技術を確立することである。

　高炉法は，いわば経験主義的に確立された技術

であり，内都での反応そのものは研究室では数秒

で終るものを数時間かけて行わせるという気の長

いものであるため，生産披術としては炉内容積を

巨大化させるなどして生産速度を高め、学間とし

ては現象を平衡論的に解釈するのが主な仕事であ

った。そのため，高炉製銑が主体である製鉄分野

では，高速で反応が進む溶融遠元法を実用化する

ために必要な理論的基礎が確立される基盤が乏し

かった。

　また，酸化鉄の遠元反応には’大量の熱を供給す

る必要があつ，溶融酸化鉄及び酸化鉄を含有する

溶融スラグはi耐火物に対する侵食性が激しいため，

反応容器内壁の保護をどうするかという間題があ

る。

　　　広範な分野に波及する基礎研究

　現在当研究所で進めている研究では，炉内での

反応速度を明らかにすることと，粉鉄鉱石及び粉

炭をインジェクション法によって溶鉄印に供給し，

同時に純酸素を吹き込むことによって熱の供給と

耐火物の保護の間題解決を計るものである。溶鉄

中に供給する粉鉄鉱石と酸素の量に対する粉炭と

炭化水素の量の割含を変化させることによって，

溶鉄の温度，鉄鉱石の遺元速度及び溶鉄の吸炭速

度を制御し，さらに得られた廃ガスの成分調整を

行うことを考慮している。鉄鉱石と共に含金元素

の鉱石を混含して供給することによリ，含金鋼や

フェロアロイの製造も試験する予定である。さら

に，粉炭吹き込み条件，あるいは炉内の混合特性

に関する基礎的研究を通じて，最も効率的な溶融

遼元法の開発を目ざしている。

　これらの基礎研究は，広く製錬とエネルギー産

業・化学工業等を結びつけた石炭資源の有効利用

にも，結びつくものである。

次披代鉄・石炭コンビナートシステム

鉄鉱石一微粉砕

術　炭一微粉砕

石灰石一焼成炉

C1化学原料
石炭ガス
水素転換

操スー
廃熱

※墓11生ガス

〕　　σ畿ト
　酸葉
水蒸気

類エネルギー圓収　　　　　　予備遼元 君炭ガス化 商遼連鋳　　　　冷脚圧延　　　製晶



スポットニュース

　小型口’ケットによる

　無重カ材料実験試料

　を回収
　小型ロケットの弾遭飛行によっ

て得られる無璽力状態は6分程度
の短時間ではあるが，人工衛星よ

りも短踏間に準備できることなど

から，アメリカ，繭ドイツで無重

力状態での材料実験に利用されて

いる。日本でも材料実験用ロケッ

トが字宙開発事業団により闘発さ

れた。

　命年8月1胴の種予島字宙セン
ターにおける小型ロケットの発射

実験は，積みこんだ材料実験装滋

の回収が一つの目的て1あったが，

実験機器の作動状況もテストする

ということで，実験炉にニッケル

　チタンカーバイド系複含合金試
米斗をセットして，　　・～疑固言式験

を行った。

　材料実験装護は同蘭午前｝1時に

扇収された。実験炉も所定のプロ

グラムどおり作璽力した。

　ノ」・型ロケットの飛行による材料

実験で当研が試料を得ることので

きたのは，これで2回目になる。

　（エネルギー機器材料

　　　　　　　　研究グループ）

耐熱衝撃性の優れた
　FeSi2熱発電素子を闘発

　当研究所で開発した熱発篭材料

FeSi2は，ガス炎などの高濫印で
も安定した熱発電性能を持ち，耐

酸化性に優れ，製造法が棚単で安

側であることなどから，剤蠕、用熱

発電素子として興味ある材料であ

る。現彼，この素子はガス及び石

漁滞風1暖房機の送風機の電源と
しての利溺が試みられ，電気コー

ド不用の温風膿房機が言式作されて

いる。

　従来，この素子は使用中に水滴

などの冷却物質が加熱部に触れる

と割れるため，倣熱衝撃性の優れ

たものが望まれていた。このため，

当研究所では，FeSi。にボロン
を添加して熱電性能を劣化させる

ことなく耐熱衝撃性を改良した。

ボロンを添カ目したものは，繁子の

一端をI，133Kに加熱した状態で水

申に投入しても割れない。

　このように熱衝撃性に優れた熱

発電素子は，各種燃焼機器の源、度

センサーおよび小型蝿源として，

その応用分野がより広まることが

期待される。

　　　　　　（機能材料研究部）

　被覆処理によ’るマル

　エージ鋼の環境強度

　を改善
　マルエージ鋼は強度に対する靱

性および耐応力腐食害1jれの優れた

趨強力鋼で，ウラン濃縮遼心分離

機回転筒，航空機用部品などの材

料として用いられる。一般に釜剛ま

強度水燦が高くなると使用中に環

境からの微最の水素で脆化しやす

く，実用上間題となる。そこで趨

強力鋼の水素脆化を低減させ，環

境強度の改善をはかるための被覆

処理を検討してきた。その緒果，

処理中に鋼と被覆材の閥にもろい

反応層が厚く形成されるときにはか

えって脆化を幼長する場含がある

こと，延性のある材料が鋼に密漕
僧…よく孝皮覆さオしたとき，月危考ヒカ｛改善

されることがわかった。これまで，

電着によりNi被覆したマルエージ

鋼について，母材を時効硬化後被

覆し，200℃前後の漁度で脱水素
処理する逓常の方法にくらぺ，来

時効状態で被覆した後，時効硬化

熱処理（500℃）を与える方法によ

って密蒲性が胸上し，i耐水素ガス

腕性が著しく改善されることが示
された。

　　　　　　（強力材料研究部）

　エネルギー効率の高い

　フラッシュ溶接法を開発

　金属端面の局部自勺な接触と溶徽

飛散を繰返しながら加熱し，加圧

して溶接するフラッシュ溶接法は

エネルギー効率のよい溶接法とし

て広く禾■岬されている。溶融金属

の飛散に伴う熱損失を減らせば，

更にエネルギー効率を良くするこ

とができるため，その研究を進め

ている。

　フラッシュ溶接においては，電

圧を増すと電流が減じ才一ムの法

員1」に従わない。また，高電圧ほど

熱損失が大きくなり溶接部の畿質

がイ逸下するということが明らかに

なった。従来法で熱損失の少ない

条件を選ぷと，フラッシュの発生

が不安定になり溶接が困難になる。

そこで，ひずみ波形の交流電圧を

用いることによって熱繊失が少な

く，安定なフラッシュが得られる

溶接方法を闘発し，その詳細につ

いて研究中である。

　　　　　　　　（溶接研究部）

　原子炉配管の応力腐

　食割れ監視への渦電
　流法の適用を検討
　原子炉発電プラントは，信煩性

の肉上と安全1塗の確保の上から，

定期検養が義務付けられている。

圧力容器や配管類などの構造物の

製作時及び供用前には厳密な欠陥

検盗が行われているが，更に，
供用刻燗中における欠葬宿の発生を

早期に発兇し、事故を未然に防止

するための各種監槻システムを作

ることが望まれている。

　そこで，当研究部では原子炉冷

却系配管を模擬したステンレス鋼

酉己管試験体に渦電流探傷法を適用

し，高漁水による応力腐食審」れ発

生及び伝播遜程の連続監視を養武み

た。耐熱製のプローブコイルを配

管の軸方向又は周方清1に自動的に

順次走査させる方法で，鋼れ発生

の位置及び発生の時期から進展の

程度まで精度よく損1淀できること

がわかった。

　本法は，命後実機配管における

欠陥の早期発兇への監視システム

として適用可能であるのみならず，

割れ機構の解明にも有効な手段と

なりえよう。

　　　　　　（腐食防食研究部）



昭和57年度科学技術振興

調整費研究について

　昭和56年度より科学技術庁は，①先端的，基礎

的な研究の推遼，②複数機関の協力を要する研究

開発の推進及び，③産・学・官の有機的連携の強

化等を基本として，科学技術振興調整費による研

究を推進している。

　昭和57年度科学技術振興調整費による研究とし

ては，独翻的な革新技術を生み出す可能性が高く

世界的研究開発の動向から見て我が国として緊急

に取り組む必要があつ，かつ，それによって国際

社会の発展に主体的に貢献することが期持される

科学技術の分野として，ライフサイエンス，極限

科学技術及び材料科学技術の3分野が重点的に取

リ上げられている竈

　当研究所においては，昭和57年度科学技術振興

調整費研究として，次の研究課題の一部を担当し

ている。

1．極限科学技術分野

（1）超電導・極低温基盤技術の開発に関する研究

○研究目的：核融含，超電導磁気浮上列車等の革

新的技術の実用化に不可欠な超電導，極低温基盤

技術を確立する。

○分担研究内容：高速急冷法，変態析出法及び蒸

着法等による3元素高性能超電導材料の開発，極

低温までの温度域で，金属材料の正確な各種強度

特性の解明及びデータの蓄積，欠陥の少ない高性

能磁気冷凍用大型磁気作業物質の開発血

（2）大型超高圧力発生システムに関する研究

○研究良的：超高圧力条件を人為的に実現し，新

しい加エエ具材料，趨L　S　I基盤，耐圧構造材の

含成等への利用を図る。

○分担研究内容1超高圧状態での圧力損淀技術及

び趨電導臨界温度測定技術の確立。

2．材料科学技術分野

（1）高性能材料開発のための表面・界面の制御技

　術に関する研究

○研究目的：新しい機能材料，構造材料の開発の

促進に不可欠な固体材料の表面及び界面の制御技

術を確立する。

○分斑研究内容：金属とセラミック界面の組成・

構造等の微視的解明及びイオン注入法による金属

表面の改質・制御技術の確立。又，高性能複含材

料及びサーメット材料の開発。

（2）無重力環境を利用した新材料の創製に関する

　研究

○研究目的：無重力環境を利用して新しい特性，

機能を持った各種新材料を創製するために必要と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
なる基盤技術を確立する。

○分担研究内容：無璽力環境における2元含金の

溶解状態での相互拡散及び凝固組織を調べるため

の地上予備実験，2相分離型超電導材料の地上予

備実験，ニッケル基合金中にセラミック粒子及び

金属繊維を均一分散させる粒子分散型含金作製の

地上予備実験，無重力状態での脱酸生成物の生成

機構解明のための地上予備実験，無重力状態での

大口径インジウム・アンチモン半導体単結晶成長

のための地上予備実験。

3．その他の分野

（1）風力一熱エネルギー利用技術に関する研究

○研究目的：風カエネルギーを石油代替のローカ

ルエネルギーとして活用できる利用効率の高い風

力利用システムを開発する。

○分担研究内容：風力一熱エネルギー利用システ

ム用鉄一チタンー酸素系水素貯蔵材料の多量製造

技術の確立及び特性評価。

（2）海洋構造物による海洋空闇等の有効利用に関

　する研究

○研究目的：水深50m～100mの海域において利用

できる大型の海洋構造物を開発する技術の確立。

○分担研究内容：海洋環境条件下で，腐食疲労及

び摩耗の共存状態における特性の優れた係留用材

料の開発及びその防食技術の開発。

4．フィージビりティスタディ

（1）構造材料の信頼性諦面技術に関するフィージ

　ビリティスタディ

○調査目的：各種産業プラント等に用いられる構

造材料の信頼性評価技術の確立に資するためのフ

ィージビリティスタディを行う。

○分担研究内容：高温破壊，疲れ破壊及び腐食並

びに材料の劣化について，損傷形態，破壊機構、

試験方法及び寿命・余寿命予測法等に関する研究

の現状と間題点の調査。



特　許　出　願　速　報
出願日 出願番号 発明の名称 出願日 出願番号 発明の名称
56．9．17 1455王3不規則な表睡形状を有する物休の 57，1．20 6138 Nb3S。複合超電導体の製造法

断面形状州貝1」定装置 57，1，29 王3068 金属微粒子製造装置における電極

56．9．24 i49453　金属粒子の製造法 装置（パイオニア㈱との共嗣出願）

56．王2．王O 197761　金属の溶融被覆法 57．2．22 25981 Cぜ一IVa族元素合金を用いた

56．王2．17 202568　金属微粒子の製造法および Nも3Sn趨電導線材の製造法

その製造装置 57．3．30 52i8王 フラッシュ溶接におけるクランプ

57．1．20 6137 銀を添加した金属閥化含物TiA！ 方法（㈱電元杜製作所との共同出

基而寸熱合金 願）

　　　　　　　　　　　　　　　　　特　許

　萬温および等温の禽圧雰匿1気中の

　　　　反応速崖測定装置

　　発明者　大場　章

　　公告昭和56年7月7ヨ昭56－29220
　　特　許　昭和57年2月25日　第1083476号

　本発明は従来広く用いられていた石英スプリン

グ式の高圧熱天秤装置と異なり，上孤または下澱

天秤型を採用し，これに試料の装入機構を設けて

低沮から高温度領域にわたり，昇温および等漏止の

高圧ガス雰囲気中における反応遼度測定にかかわ

紹　介
る装置である。

　本発明による測定装置の特徴は，測定に際し試

料量を十分に多く使用でき，必要とする所定の温

度，圧力の雰囲気内に試料を遼やかに装入して，

反応の開始にともなう重量変化を迅速に，しかも

精度よく自動記録できることにある。本装置は

高圧の反応性ガスあるいは不活性ガス雰囲気中で

の金属や合金の酸化をはじめ，各種の無機物ある

いは有機物，またはそれら同志の化学反応や熱分

解反応などの解明に適用できるものである。

禽短　信禽

⑱人事異動　昭和57年10月12日付

退　職　金属材料技術研究所長　荒木　透

昇　任

〃

金属材料技術研究所長　中川　龍一

（金属加工研究部長）

金属加二1二研究部長　小1コ　醇　　（金属加

工研究部　塑性加工第2研究室長）

⑧海外出張

　原田広史　エネルギー機器材料研究グループ

　玉982年ガスタービン用高瀞材料に関する團際会

議に出席のため，昭和57年10月2日から昭和57年

I0月9日までベルギー国へ出張した。

　北島正弘　原子炉材料研究部主任研究官

　低原子番号物質のインサイテユ（その場）被覆

技布及びプラズマ壁相互作用に関する研究のため

昭和57年10月2日から昭和58年10月1日までスイ

ス国へ出張した。

　福沢章工業化研究部第2研究室長

　ニオブ及ぴマンガン，燐等を含む銑鉄の精錬技

術に関する研究のため，昭和57年10月6日から昭

和57年10別9日まで申華人民共和国へ出彊した。
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